
3.2.4 地方自治体の災害対策本部における応急対応支援システムの開発 
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(1) 業務の内容 
 
(a) 業務題目 

地方自治体の災害対策本部における応急対応支援システムの開発 
 
(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
東京大学 大学院工学研究科 教授 関沢  愛 
独）消防研究所 防災研究グループ長 座間 信作 

独）消防研究所 主任研究官 細川 直史 

独）消防研究所 主任研究官 畑山  健 

独）消防研究所 主任研究官 新井場公徳 

消防庁 課長補佐 久保田勝明 

独）消防研究所 特別研究員 胡  哲新 

独）消防研究所 支援研究員 遠藤  真 

独）消防研究所 特別研究員 鄭  炳表 

 
(c) 業務の目的 

地方自治体の災害対策本部が、震災発生直後から一週間程度の期間において実施する

応急対応活動に関して、その意思決定を支援するための情報システムを試作する。 

 
(d) ５ヵ年の年次実施計画 

 1) 平成１４年度：  システムの基本設計を行うため、過去の震災対応事例をレビューす

ることにより、システムが提供すべき応急対応支援情報を整理した。この後、提供する情

報を創出するためのアルゴリズム、経験則等を収集した。 
 

  2) 平成１５年度：防災情報システムの現状調査を踏まえて、地震被害の想定結果に基づ

き、対応対策需要量、応援需要量を推計できるシステムを試作した。また、試作システム

に関し、自治体防災担当者にヒアリング調査を行い、今後の改良、実用化に向けての開発

につなげることができた。 
 
  3) 平成１６年度：前年に試作したシステムに、時々刻々変化する実被害情報を入力する

ことにより、発災後の応急対応を支援するリアルタイムシステムとしての性能を付加した。

また、システムが提供する被害量、対応需要量を、応急対応活動マニュアルの判断材料と

して活用する手法を検討したうえで、電子マニュアルシステムの基本設計とフレームの試

作を行った。 
 
  4) 平成１７年度：閉じ込め事案ごとの生き埋め者数の推定とそれに対する救助要員の計

算、消防、警察、自衛隊等からの応援要請要員の計算など、救命・救助に必要な応急対策
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要員の推計アルゴリズムを中心に、成果を出していく。 
 
  5) 平成１８年度：前年度に試作及び精度の改良を行った被害予測や応急対策需要推計シ

ステムを、CD-Rom にて全国の市町村へ配布し、試用してもらった上で、システム評価を

行うと共に、提案してきた意思決定の自動化を図る「応急対応マニュアルシステム」のプ

ロトタイプを開発する。 
 
(e) 平成 1７年度業務目的 

 前年度に試作した「応急対応需要量推計システム」について、新たに「閉じ込めに

よる人命救助」という項目を取り上げ、そのための救助要員、車両台数及び所要時間の

推計方法を確立することを目的とする。またシステムの精度評価を行う。 

 
(2) 平成 1７年度の成果 
 
(a) 業務の要約 

閉じ込めによる人命救助活動の需要量（必要な人員、車両、資機材、所要時間等）の

推計手法を確立するために、全国消防機関に対してアンケート調査を行った。その結果、

例えば事故種別毎の所要人員、車両の必要台数は、種別によらずほぼ同じ傾向を得たこ

とから、必要台数が標準偏差とともに推定可能であることを示した。 

  また、新潟県中越地震を対象として、構築中の応急対応需要量推計システムの精度評

価を行った結果、需要量予測の誤差の多くは被害想定の精度に依拠するものであり、原

単位でみた場合には、需要量予測の精度は高いと判断された。 
 
(b) 業務の実施方法 

全国計 861 消防本部に対して、過去 10 年以内に各管轄地域内で発生した閉じ込めに

よる救助活動記録から、大・中・小規模別の最新のケースを 2～3 件抽出して、所定の

様式に従って記入してもらうようにした。 

• 調査期間：2005 年 7 月 1 日～7 月 22 日 

• 配布・回収方法：郵送及び電子メール 

  また、応急対応需要量推計システムの結果と千谷市で得られたいくつかの応急対応需

要量との比較を通して精度の評価を行った。 
 
(c) 業務の成果 
 1)アンケート調査結果 

「閉じ込めによる救助活動」に必要な人員数、車両種別及び台数、所要時間の推計手法

を確立するために、全国の消防本部に対する調査を行った結果から、 

① 図 1 は、 事故種別ごとの所要車両台数の相対度数分布を示す。事故種別の分類

は既存の救助活動記録票に基づくものであり、そのうち「建物による事故」と

は、建物または建物に付帯する施設の倒壊による事故、建物等に閉じ込められ

る、あるいは挟まれる事故等をいう。「機械による事故」とは、エレベーターや
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その他の建設機械、工作機械等による事故をいう。「その他」とは、具体的に掲

げた事故以外の事故（労災等）で、消防機関による救助を必要したものをいう。 

これから、事故種別によって、それぞれの車両の必要台数の頻度は若干変動し

ているが、オーダー的に見た場合に概ね同様な傾向が見てとれる。従って、図

1 に示される割合で所要車両名及びそれぞれの台数の凡そを推計できると考え

られる。 

② 同様な分析方法で、車両種別によって、必要人員数の頻度分布はグループ化さ

れていることが分かった。例えば、「広報、指揮、パトカー」は 1 台あたり 2 人、

「救急、調査、化学車」は 1 台あたり 3 人、「水槽、救助、工作車」は 1 台あた

り 4 人の割合が特に高い。したがって、これらの割合を用いて、それぞれの車

両ごとの人員数を大まかに推計できると考えられる。 

③ 図 2 は救助活動 1 件あたりの所要時間の累積度数分布を示す。「自然災害」以外

の事故においては、ほぼ 80％以上の割合で 1 時間以内に救助活動を完了してい

る。自然災害の救助所要時間が大きい理由としては、現場規模が比較的に大き

い、要救助者が比較的に多い、人員、資機材が不足する等が考えられる。また、

分析結果から、要救助人数の増加に伴って救助所要時間がのびる傾向がある一

方、4 人以上を救助する場合には必ずしも多くの時間を要するとは限らなかった。

救助所要時間の影響要因について、さらに詳細分析を行う必要があると考えら

れる 

これまでのシステムは、主に阪神・淡路大震災のデータを基にしたアルゴリズム1)

を用いたが、以上の調査は全国の救助事例を対象とし、また回収した記録数、概ね都

道府県の人口規模に比例していることが確認されたため、分析で得られた結果は大き

な地域的偏りを持たないものであると考えられる。したがって、以上の分析結果をシ

ステムに取り入れることにより、より汎用性のあるシステムになることが期待できる

2)。 
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 図 1 事故種別毎の救助活動 1 件あた

りの所要車両台数の相対度数 

図 2 要救助者人数別の救助所要時

間の累積相対度数分布  
 
 2)システム評価 
 本システムは、以下の特徴をもっている。 
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① 地震諸元（震源、深さ、規模）を入力すると、指定地域における被害想定及び需要量

推計の面的分布が初期画面に表示できる(図 3)。 

② 都道府県・市町村を指定し、メッシュ単位の情報を Excel にリンクする。メッシュ単

位の被害数とそれに対応する需要予測数計算し、当該自治体の被害想定と需要量推計の結

果が一覧に表示できる（図 4）。 

③ 自治体ごとの供給可能量を予め入力することにより、外部からの受援需要量が推計で

きる。 

④ 応急対策事項を選択することにより、対応する被害数、対策需要量が個別に表示され

るとともに、実被害数入力、対応可能量、受援需要量を一連的に表示することができる。 

⑤ 被害実数の時系列変化を記録し、それをグラフ表示することができる。 

⑥ 標準的な被害関数、デフォルト値以外に、本システムを利用する自治体独自の値を用

いることができる 

 

 

図 3 被害想定・需要量予測のためのメイン画面 
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図 4 市単位、県単位の被害と応急対応需要量の予測結果の一覧 

次に、試作した上述システムの精度を検証するため、2004 年 10 月 23 日午後 5 時 56 分

に発生した新潟県中越地震を事例として、システムの推計結果と実際の状況との比較を行

った。  
・被害量の予測について 

表１は新潟県における被害数３）と本システムで推計した被害量と比較したものである。

図５は新潟県下の市町村毎の被害と推計結果と比較した例を示す。これらの結果から、推

計結果の絶対値としても、全体のオーダー的にも概ね一致したことが分かった。 
 

表１ 実際の被害と予測値との比較 
 estimation Actual damage 

Death toll 65 48 
Seriously injured 890 634 
Slightly injured 3,761 4,160 
Seriously collapsed 2,252 3,181 
Slightly collapsed 4,824 13,581 
Refugee 87,676 103,178 
Fire 2 9 
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図５ 重傷者に関する実際と予測値との比較 
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図６ 最大避難者数に関する実際と予測値との比較 

 
・応急対策需要量の推計について 

新潟県中越地震により実際の応急対策需要量に関するデータを得るために、被害が比較
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的大きかった「長岡市」、「小千谷市」、「十日町市」、「魚沼町」の市役所に問い合わせてみ

たが、大規模災害の発生を前にして、そのような記録ができないことや、記録があったと

しても収集、整理ができていない等の理由から、小千谷市のデータのみ集めることができ

た。ここでは、小千谷市で得られたいくつかの応急対応需要量とシステムの推計結果の比

較を行うことにした。図 7 にその比較を示す。集計結果からは、全体的に需要量の推計値

は過小評価となっていることが分かった。被害予測による誤差がそのまま需要量予測に受

け継がれていると考えられるため、被害予測誤差の影響を除き、単位被害量に対する需要

量（以後「原単位」と呼ぶ）を求め、需要量推計精度の検証を行うことにした。結果を以

下に示す。 
① 避難所数の需要量に関して、システムでは平均 500 人あたり 1 箇所の開設としている

が、今回の地震では、避難場所の規模は様々であり、最大 2500 人、最小 6 人の収容人数

となっており、小千谷市全体の平均では、1 箇所約 2400 人を収容した。今後、各地域の

指定避難場所の資料に基づいて、必要な避難所数を推計していくことが合理的であろう。 
② 非常食の需要に関しては、今回の地震では最多 5 食 /人日、最少 2 食/人日、平均とし

て 3 食/人日の供給となっており、システムでの 3 食/人日の設定は適切であったといえる。 
③ 応急危険度判定を必要とする実際の建物棟数は、全壊及び半壊建物棟数の 2.5 倍であ

った。これはシステムで大破及び中破棟数の 3 倍で推計した結果とほぼ一致している。ま

た、危険度判定人員数についても、システムでは 1 名あたり 1 日 9 棟と設定しており、実

際の 8 棟/人日との結果とほぼ同じであった。 
④ 仮設トイレの需要量については、システムでは 60 人／基としているが、小千谷市に

おいては 30 人／基の結果となっている。しかし、他の調査資料４）では、60 人／基の設置

が適切であったとの報告もある。 
以上の結果から、需要量予測の誤差の多くは被害想定によるものであり、原単位でみた

場合に、ほぼ一致していたことがわかる。 
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 図 7 実際の需要量と予測値と比較 
 
・システムの評価 

このようなシステムは、実際に現場で活用されてはじめて意味をなすものであることか

ら、自治体防災担当者を対象にシステムの評価を行った。対象地域は実際に地震災害を経

験した「兵庫県」、「神戸市」、東海・東南海・南海大地震による被害が懸念されている「三

重県」、地震災害の少ない地域「鹿児島市」、「山口県」とした。また評価方法は、調査票の

記入及びヒアリングによるものであった。 
具体的には、需要量推計システムの実演を通して、「災害イメージの把握」、「情報空白

期における使用」及び「防災訓練での使用」における有用性に関する五段階評価を記入し

てもらうとともに、意見聴取を行った。図 8 に評価結果の集計を示す。概ね肯定的評価を

得たことがわかる。また、システムの実用化に向けて、下記に掲げるいくつかの要望、課

題が挙げられた。今後、これらを踏まえて継続的開発及び改良を行っていく予定である。 
① より頻発な風水害等にも対応するようにすべき 
② 既存システム（被害集計等）との連携を考慮すべき 
③ システムを取り扱う人員確保が必要 
④ 情報共有化の仕組みを図る必要がある 
⑤ より簡素・直感的操作画面が必要である。 
⑥ 標準化したものにすべき 

519 



0

2

4

6

appropriate rather
appropriate

so-so rather
inappropriate

inappropriate

number of
persons

used for imagination of disaster 
used during information gap
used in disaster response training

 

図 8 構築中のシステムに対する自治体防災担当者の評価 
 
(d) 結論ならびに今後の課題 

前年度に試作した「応急対応需要量推計システム」について、新たに「閉じ込めによ

る人命救助」を取り上げ、必要な救助要員、車両台数及び所要時間の推計方法を確立す

ることを目的として、全国の消防本部を対象とした調査を行い、“所要人員数”、“車両

台数”等々が標準偏差とともに推定可能であることが明らかとなった。 

今後の課題を下記のようにまとめる 

• 現状の被害想定では、“閉じ込め事案の発生件数”の予測式が確立されていないた

め、本研究で得られた結果を試作した“応急対応需要量推計システム”にそのま

ま用いることが難しい。  

•  今回の分析結果により、“救助所要時間”は“事故種別”、“救助要員数”、“要救

出者数”等々の要素と複雑に絡み合って、単純な推計式で表すことが困難である

ことから、今後、さらに詳細な分析が必要である。 

 また、 災害時の応急対応を情報面において支援するためのツールとして、「地震災害応

急対策需要量推計システム」を開発し、また 2004 年新潟県中越地震の被害データ及び小

千谷市における応急対応需要量データを用いて検証を行った。被害予測結果については、

実際の被害と概ね一致した結果となった。需要量推計については、得られたデータに限っ

たものではあるが、原単位でみた場合には、概ね一致した結果が得られた。さらに、ユー

ザとしての防災担当者にシステム評価を行い、概ね肯定的評価が得られた。 
 今後、震度情報を用いて、距離減衰式や増幅度等を考慮した面的分布の補正手法の開発

や、地震動と被害との関係の更なる検討等々を図っていくとともに、より多くの震災事例

を用いて継続的に検証し、精度の向上に向けて進めていく必要がある。また、得られた防

災担当者の意見をシステムに取り入れ、改良を重ねていくことが必要である。 
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 (g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

なし 

 
2)ソフトウエア開発 

名称 機能 

応急対応需要量推計システム • 被害想定結果に基づいて応急対応需要量を提示する 

• 各自治体が予め登録できる対応可能量（備蓄等）との

比較から応援需要量を予測して提示する 

• 実被害量に基づき需要量を推計する 

 
3) 仕様・標準等の策定 

 なし 
 
 
(3) 平成 1８年度業務計画案 
 【業務計画案】 

平成 18 年度は、昨年度に試作及び精度の改良を行った被害予測や応急対策需要予測シ

ステムを、CD-Rom にて全国の市町村へ配布し、試用してもらった上で、システム評価を

行うと共に、提案してきた意思決定の自動化を図る「応急対応マニュアルシステム」のプ

ロトタイプを開発する。 
 【実施方法】 
 地域防災計画（応急対策編）及び応急対応マニュアルにおける応急対策事項、各事項の

実施条件、タイミング、優先順位の決め方に関する現状調査を行い、if－then 方式のルー

ル等々を整理した上で、災害対応の意思決定の自動化を目指す応急対応マニュアルシステ

ムのプロトタイプを開発する。 
 【目標とする成果】 

災害発生の時点から迅速かつ的確な応急対応が開始できるようになるために、被害状況

及びそれに基づく応急対策需要量の想定のみならず、発災直後の状況に応じて、必要な業

務内容と必要となる時期、必要な組織編成、職員数、資機材数等を見通した応急対応マニ

ュアルシステムを試作する。 
 被害想定だけでなく、より応急対策と直結する「対策需要量」に基づき、応急対応マニ

ュアルを作成（カスタマイズ）できるシステム機能を持たせる。 
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